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(57) Abstract: I n an air-conditioning device (1), during cooling a remgerant flows through a compressor (21), an outdoor heat ex
changer (23), expansion mechanisms (24, 26), and an indoor heat exchanger (41) in this order, and during heating the refrigerant
flows through the compressor (21), the interior heat exchanger (41), the expansion mechanisms (26, 24), and the outdoor heat ex
changer (23) i n this order. The indoor heat exchanger (41) i s a cross fin-type heat exchanger, and the outdoor heat exchanger (23) i s
a laminated-type heat exchanger. The expansion mechanisms (24, 26) have an upstream-side expansion mechanism that depressur
izes the refrigerant and a downstream- side expansion mechanism that depressurizes the reingerant that has been depressurized by the
upstream-side expansion mechanism. A remgerant storage tank (25) for storing the refrigerant that has been depressurized by the up -
stream-side expansion mechanism i s provided between the upstream-side expansion mechanism and the downstream- side expansion
mechanism.
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[続葉有]



添付公開書類：

- 国際調査報告 （条約第 2 1条 (3))

空気調和装置 （1 ) は、冷房運転 時に圧縮機 （2 1 ) 、室外 熱交換器 （2 3 ) 、膨 張機構 （2 4 、 2
6 ) 及 び室 内熱 交換 器 （4 1 ) の 順 に冷 媒が流 れ 、暖 房運 転 時 に圧縮 機 （2 1 ) 、室 内熱 交換 器 （4
1 ) 、膨張機構 （2 6 、 2 4 ) 及 び室外 熱交換器 （2 3 ) の順 に冷媒が流れ る。 ここでは、室 内熱交換
器 （4 1 ) が ク ロス フィン型熱交換器 、室外熱交換器 （2 3 ) が積層型熱交換器 で ある。膨張機構 （2
4 、 2 6 ) は、冷媒 を減圧 す る上流側膨 張機構 と、上流側膨張機構 において減圧 され た冷媒 を減圧す る
下流側膨張機構 とを有 し、上流側膨張機構 と下流側膨 張機構 との 間には、上流側膨張機構 によ って減圧
され た冷媒 を貯留す る冷媒貯留 タンク （2 5 ) が設 け られ ている。



明 細 書

発明の名称 ：冷凍装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、冷凍装置、特に、冷却運転及び加熱運転を行うことが可能な冷

凍装置に関する。

背景技術

[0002] 従来の冷暖房運転可能な空気調和装置等の冷凍装置では、冷房運転 （冷却

運転）時に最適な冷媒量と、暖房運転 （加熱運転）時に最適な冷媒量とが異

なる。このため、冷房運転時に放熱器として機能する室外熱交換器の容積と

、暖房運転時に放熱器として機能する室内熱交換器の容積とが異なる。通常

は、室外熱交換器の容積が室内熱交換器の容積よりも大きいため、暖房運転

時に室内熱交換器で収容 しきれない冷媒は、圧縮機の吸入側に接続された冷

媒貯留タンクなどにより一時的に貯留される。

発明の概要

[0003] しかし、上記の冷凍装置において、特許文献 1 (特開平 6 _ 4 3 9 9 1

号公報）に記載されているような高性能な放熱器が室外熱交換器として使用

されるようになると、室外熱交換器の容積が室内熱交換器の容積以下になる

。このため、この場合には、冷房運転時に室外熱交換器で収容 しきれない冷

媒 （余剰冷媒）が発生し、その量は、冷媒貯留タンクなどに貯留可能な量を

超えてしまうことになる。

本発明の課題は、冷却運転及び加熱運転を行うことが可能な冷凍装置にお

いて、室外熱交換器の容積が室内熱交換器の容積以下の場合に、冷却運転時

に生じる余剰冷媒を収容できるようにすることにある。

[0004] 第 1 の観点にかかる冷凍装置は、冷却運転時に圧縮機、室外熱交換器、膨

張機構及び室内熱交換器の順に冷媒が流れ、加熱運転時に圧縮機、室内熱交

換器、膨張機構及び室外熱交換器の順に冷媒が流れる冷凍装置である。そし

て、この冷凍装置では、室内熱交換器がクロスフィン型熱交換器、室外熱交



換器が積層型熱交換器である。しかも、膨張機構は、冷媒を減圧する上流側

膨張機構と、上流側膨張機構において減圧された冷媒を減圧する下流側膨張

機構とを有しており、上流側膨張機構と下流側膨張機構との間には、上流側

膨張機構によって減圧された冷媒を貯留する冷媒貯留タンクが設けられてい

る。

[0005] 積層型熱交換器の容積は、同等の熱交換性能を有するクロスフィン型熱交

換器の容積に比べて小さい。例えば、室外熱交換器及び室内熱交換器の両方

がクロスフィン型熱交換器である冷凍装置に対して、室外熱交換器だけを同

等の熱交換性能を有する積層型熱交換器に変更した場合を想定する。すると

、この積層型の室外熱交換器の容量は、クロスフィン型の室外熱交換器の容

積に比べて小さくなるだけでなく、これに接続されているクロスフィン型の

室内熱交換器の容量よりも小さくなる。

このため、このような冷凍装置では、室外熱交換器の容量が室内熱交換器

の容量よりも小さくなることによって、冷却運転時に、余剰冷媒が発生する

ことになる。このような余剰冷媒が、気相部分を有する室内熱交換器から圧

縮機の吸入側までの部分に過剰に行き渡ると、冷媒制御に支障をきたすおそ

れがある。

[0006] そこで、ここでは、上流側膨張機構と下流側膨張機構との間に上流側膨張

機構によって減圧された冷媒を貯留する冷媒貯留タンクを設けることによつ

て、冷却運転時に室外熱交換器で収容しきなくなった余剰冷媒を、室外熱交

換器の下流側近傍に位置する冷媒貯留タンクに収容するようにしている。

これにより、この冷凍装置では、気相部分を有する室内熱交換器から圧縮

機の吸入側までの部分に過剰に行き渡ることを防ぐことができるようになる

ため、冷媒制御に支障をきたすことを防止することができる。

[0007] 第 2 の観点にかかる冷凍装置は、冷却運転時に圧縮機、室外熱交換器、膨

張機構及び室内熱交換器の順に冷媒が流れ、加熱運転時に圧縮機、室内熱交

換器、膨張機構及び室外熱交換器の順に冷媒が流れる冷凍装置である。そし

て、この冷凍装置では、室外熱交換器の容積が、室内熱交換器の容積の 1 0



0 %以下である。 しかも、膨張機構は、冷媒を減圧する上流側膨張機構と、

上流側膨張機構において減圧された冷媒を減圧する下流側膨張機構とを有 し

ており、上流側膨張機構と下流側膨張機構との間には、上流側膨張機構によ

つて減圧された冷媒を貯留する冷媒貯留タンクが設けられている。

[0008] 室外熱交換器の容積が室内熱交換器の容積以下になると、冷却運転時に、

余剰冷媒が発生することになる。このような余剰冷媒が、気相部分を有する

室内熱交換器から圧縮機の吸入側までの部分に過剰に行き渡ると、冷媒制御

に支障をきたすおそれがある。

そこで、ここでは、上流側膨張機構と下流側膨張機構との間に上流側膨張

機構によって減圧された冷媒を貯留する冷媒貯留タンクを設けることによつ

て、冷却運転時に室外熱交換器で収容 しきなくなった余剰冷媒を、室外熱交

換器の下流側近傍に位置する冷媒貯留タンクに収容するようにしている。

これにより、この冷凍装置では、気相部分を有する室内熱交換器から圧縮

機の吸入側までの部分に過剰に行き渡ることを防ぐことができるようになる

ため、冷媒制御に支障をきたすことを防止することができる。

[0009] 第 3 の観点にかかる冷凍装置は、第 1又は第 2 の観点にかかる冷凍装置に

おいて、冷媒がR 3 2 である。

冷凍装置において冷媒としてR 3 2 を使用すると、低温条件においては、

圧縮機の潤滑のために冷媒とともに封入されている冷凍機油の溶解度が非常

に小さくなる傾向がある。このため、冷凍サイクルにおける低圧になると、

冷媒温度の低下によつて、冷凍機油の溶解度が大きく低下することになる。

ここで、例えば、圧縮機の吸入側に冷媒貯留タンクを有する従来の冷凍装置

において、冷媒としてR 3 2 を使用すると、冷凍サイクルにおける低圧にな

る冷媒貯留タンク内で冷媒と冷凍機油が二層分離 し、圧縮機に冷凍機油が戻

りにくくなる。

しか し、この冷凍装置では、上記のように、上流側膨張機構と下流側膨張

機構との間に冷媒貯留タンクを設けているため、圧縮機の吸入側に冷媒貯留

タンクを設ける場合に比べて、圧縮機に冷凍機油が戻りやすくなつている。



[001 0] このように、 この冷凍装置では、上流側膨張機構 と下流側膨張機構 との間

に冷媒貯留タンクを設けることによって、室外熱交換器として積層型熱交換

器等を使用する等によって室外熱交換器の容積が室内熱交換器の容積以下に

することによって生 じる余剰冷媒の問題だけでな く、冷媒として R 3 2 を使

用することによって生 じる圧縮機への油戻 しの問題を解消することができる

[001 1] 第 4 の観点にかかる冷凍装置は、第 1 〜第 3 の観点のいずれかにかかる冷

凍装置において、室外熱交換器が、間隔を空けて積み重なるように配列され

た複数の扁平管 と、隣接する扁平管に挟まれたフィンと、を有する積層型熱

父換器である。

この冷凍装置では、上記の第 1 〜第 3 の観点にかかる冷凍装置と同様に、

室外熱交換器の容量が室内熱交換器の容量以下になるため、冷凍装置内の冷

媒量が低減される。尚、 この冷凍装置では、冷却運転時に余剰冷媒が発生す

るが、 この余剰冷媒を冷媒貯留タンクに収容することができるため、冷媒制

御に支障をきたすことを防止することができる。

[001 2 ] 第 5 の観点にかかる冷凍装置は、第 1 〜第 3 の観点のいずれかにかかる冷

凍装置において、室外熱交換器が、間隔を空けて積み重なるように配列され

た複数の扁平管 と、扁平管が差 し込まれる切 り欠きが形成されたフィンと、

を有する積層型熱交換器である。

この冷凍装置では、上記の第 1 〜第 3 の観点にかかる冷凍装置と同様に、

室外熱交換器の容量が室内熱交換器の容量以下になるため、冷凍装置内の冷

媒量が低減される。尚、 この冷凍装置では、冷却運転時に余剰冷媒が発生す

るが、 この余剰冷媒を冷媒貯留タンクに収容することができるため、冷媒制

御に支障をきたすことを防止することができる。

[001 3 ] 第 6 の観点にかかる冷凍装置は、第 1 〜第 3 の観点のいずれかにかかる冷

凍装置において、室外熱交換器は、蛇行形状に成形された扁平管 と、扁平管

の互いに隣接する面の間に挟まれたフィンと、を有する積層型熱交換器であ

る。



[0014] この冷凍装置では、上記の第 1 又は第 2 の観点にかかる冷凍装置と同様に

、室外熱交換器の容量が室内熱交換器の容量以下になるため、冷凍装置内の

冷媒量が低減される。尚、この冷凍装置では、冷却運転時に余剰冷媒が発生

するが、この余剰冷媒を冷媒貯留タンクに収容することができるため、冷媒

制御に支障をきたすことを防止することができる。

[001 5] 第 7 の観点にかかる冷凍装置は、第 2 の観点にかかる冷凍装置において、

冷媒が R 3 2 である。

冷凍装置において冷媒として R 3 2 を使用すると、低温条件においては、

圧縮機の潤滑のために冷媒とともに封入されている冷凍機油の溶解度が非常

に小さくなる傾向がある。このため、冷凍サイクルにおける低圧になると、

冷媒温度の低下によつて、冷凍機油の溶解度が大きく低下することになる。

ここで、例えば、圧縮機の吸入側に冷媒貯留タンクを有する従来の冷凍装置

において、冷媒として R 3 2 を使用すると、冷凍サイクルにおける低圧にな

る冷媒貯留タンク内で冷媒と冷凍機油が二層分離 し、圧縮機に冷凍機油が戻

りにくくなる。

[001 6] しか し、この冷凍装置では、上記のように、上流側膨張機構と下流側膨張

機構との間に冷媒貯留タンクを設けているため、圧縮機の吸入側に冷媒貯留

タンクを設ける場合に比べて、圧縮機に冷凍機油が戻りやすくなつている。

このように、この冷凍装置では、上流側膨張機構と下流側膨張機構との間

に冷媒貯留タンクを設けることによって、室外熱交換器の容積が室内熱交換

器の容積以下にすることによって生 じる余剰冷媒の問題だけでなく、冷媒と

して R 3 2 を使用することによって生 じる圧縮機への油戻 しの問題を解消す

ることができる。

[001 7] 第 8 の観点にかかる冷凍装置は、第 2 又は第 7 の観点にかかる冷凍装置に

おいて、室外熱交換器及び室内熱交換器が、クロスフィン型熱交換器であり

、室外熱交換器の伝熱管径が、室内熱交換器の伝熱管径よりも細 く設定され

ている。

[001 8] この冷凍装置では、上記の第 2 の観点にかかる冷凍装置と同様に、室外熱



交換器の容量が室内熱交換器の容量以下になるため、冷凍装置内の冷媒量が

低減される。尚、この冷凍装置では、冷却運転時に余剰冷媒が発生するが、

この余剰冷媒を冷媒貯留タンクに収容することができるため、冷媒制御に支

障をきたすことを防止することができる。

[001 9] 第 9 の観点にかかる冷凍装置は、第 1 〜第 8 の観点のいずれかにかかる冷

凍装置において、冷媒貯留タンク内に溜まる冷媒のガス成分を圧縮機又は圧

縮機の吸入管に導 くバイパス管がさらに設けられている。

この冷凍装置では、上流側膨張機構において減圧された冷媒が、冷媒貯留

タンクにおいて液成分とガス成分とに分離され、ガス成分はバイパス管へ向

うことになる。

これにより、この冷凍装置では、加熱運転時に、蒸発に寄与 しないガス成

分が冷媒の蒸発器として機能する室外熱交換器に流入 しなくなるため、その

分だけ、冷媒の蒸発器として機能する室外熱交換器を流れる冷媒の流量を減

少させることができ、冷凍サイクルにおける減圧ロスを低減することができ

る。

[0020] 第 1 0 の観点にかかる冷凍装置は、第 9 の観点にかかる冷凍装置において

、バイパス管が、流量調整機構を有する。

圧縮機の運転周波数が高い場合には、冷媒貯留タンクから気液二相状態の

冷媒がバイパス管を通 じて圧縮機または圧縮機の吸入管に戻り、圧縮機に吸

入されるおそれがある。

しか し、この冷凍装置では、バイパス管に流量調整機構が設けられている

ため、気液二相状態の冷媒の液成分が減圧されて蒸発することになる。

これにより、この冷凍装置では、圧縮機又は圧縮機の吸入管に液成分が戻

ることを防止することができる。

また、この冷凍装置では、加熱運転時に、流量調整機構を通過 した冷媒が

、室外熱交換器において蒸発 した後に、圧縮機又は圧縮機の吸入管に向う冷

媒に合流することになる。このとき、流量調整機構が電動膨張弁である場合

には、弁開度を制御することによって、圧縮機に吸入される直前の冷媒状態



を、より最適に調整することができる。 しかも、流量調整機構の弁開度を制

御することによって、圧縮機に戻る冷媒の流量を増減させることができるた

め、室内熱交換器側の冷凍負荷に応 じて冷媒の循環流量、すなわち、室内熱

交換器を流れる冷媒の流量を制御することができる。

[0021 ] 第 1 1 の観点にかかる冷凍装置は、第 1 〜第 1 0 の観点のいずれかにかか

る冷凍装置において、冷媒貯留タンクが、気液分離器である。

この冷凍装置では、気液分離器からなる冷媒貯留タンクが、液成分を溜め

る機能、及び、液成分とガス成分とを分離する機能の両方を担うことになる

これにより、この冷凍装置では、冷媒貯留機能を有する機器と気液分離機

能を有する機器とを併設する必要がなくなるため、装置構成の簡素化に寄与

する。

図面の簡単な説明

[0022] [ 図1]本発明の一実施形態にかかる冷凍装置としての空気調和装置の概略構成

図である。

[図2]室内熱交換器の概略正面図である。

[図3]室外熱交換器の外観斜視図である。

[図4]室外熱交換器容積/ 室内熱交換器容積比を能力別に表 したグラフである

[図5]変形例 1 における冷媒貯留タンクの概略断面図である。

[図6]変形例 2 における室外熱交換器の外観斜視図である。

[図7]変形例 2 における室外熱交換器の縦断面図である。

発明を実施するための形態
[0023] 以下、本発明にかかる冷凍装置の実施形態及びその変形例について、図面

に基づいて説明する。尚、本発明にかかる冷凍装置の具体的な構成は、下記

の実施形態及びその変形例に限られるものではなく、発明の要旨を逸脱 しな

い範囲で変更可能である。

[0024] ( ) 空気調和装置の構成



図 1 は、本発明の一実施形態 にかかる冷凍装置 と しての空気調和装置 1 の

概略構成図である。

空気調和装置 1 は、蒸気圧縮式の冷凍サイクル を行 うことによって、冷却

運転 と しての冷房運転及び加熱運転 と しての暖房運転 を行 うことが可能な冷

凍装置である。空気調和装置 1 は、主 と して、室外ユニ ッ ト2 と、室内ュニ

ッ 卜4 とが接続 されることによって構成 されている。 ここで、室外ユニ ッ ト

2 と室内ュニ ッ 卜4 とは、液冷媒連絡管 5 及びガス冷媒連絡管 6 を介 して接

続 されている。すなわち、空気調和装置 1 の蒸気圧縮式の冷媒回路 1 0 は、

室外ユニ ッ ト2 と、室内ユニ ッ ト4 とが冷媒連絡管 5 、 6 を介 して接続 され

ることによって構成 されている。

< 室 内ュニ ッ 卜>

室 内ユニ ッ ト4 は、室内に設置 されてお り、冷媒回路 1 0 の一部 を構成 し

ている。室内ュニ ッ 卜4 は、主 と して、室内熱交換器 4 を有 している。

室内熱交換器 4 は、冷房運転時には冷媒の蒸発器 と して機能 して室内空

気を冷却 し、暖房運転時には冷媒の放熱器 と して機能 して室内空気を加熱す

る熱交換器である。室内熱交換器 4 の液側 は液冷媒連絡管 5 に接続 されて

お り、室内熱交換器 4 のガス側 はガス冷媒連絡管 6 に接続 されている。

室内熱交換器 4 1 は、図 2 に示すように、 クロスフ ィ ン型熱交換器であ り

、主 と して、伝熱 フィン4 と、伝熱管 4 2 とを有 している。 ここで、

図 2 は、室内熱交換器 4 の正面図である。伝熱 フ ィ ン 4 は、薄いアル

ミニゥ厶製の平板であ り、伝熱 フ ィ ン 4 1 1 には、複数の貫通孔が形成 され

ている。伝熱管 4 2 は、伝熱 フィン4 の貫通孔 に揷入される直管 4

2 a と、隣 り合 う直管 4 2 a の端部同士を連結する U 字管 4 1 2 b 、 4 1

2 c とを有 している。直管 4 1 2 a は、伝熱 フィン4 1 1 の貫通孔 に揷入さ

れた後 に拡管加工 されることによって、伝熱 フ ィ ン 4 1 1 と密着 させ られて

いる。直管 4 2 a と第 1 U 字管 4 b とは一体 に形成 されてお り、第 2

U 字管 4 1 2 c は、 直管 4 1 a が伝熱 フィン4 1 1 の貫通孔 に揷入され拡

管加工 された後 に、溶接や ろう付 け等 によって直管 4 1 a の端部 に連結 さ



れている。

[0026] また、室内ユニット4 は、室内ユニット4 内に室内空気を吸入 して、室内

熱交換器 4 において冷媒と熱交換させた後に、供給空気として室内に供給

するための室内ファン4 2 を有 している。ここでは、室内ファン4 2 として

、室内ファンモータ4 3 によって駆動される遠心ファンや多翼ファン等が使

用されている。

また、室内ユニット4 は、室内ユニット4 を構成する各部の動作を制御す

る室内側制御部 4 4 を有 している。そして、室内側制御部 4 4 は、室内ュニ

ッ卜4 の制御を行うためのマイクロコンピュータやメモリ等を有 しており、

リモー トコン トローラ （図示せず）との間で制御信号等のやりとりを行った

り、室外ュニッ卜2 との間で伝送線 8 a を介 して制御信号等のやりとりを行

うことができるようになつている。

[0027] < 室外ュニッ卜>

室外ユニット2 は、室外に設置されており、冷媒回路 1 0 の一部を構成 し

ている。室外ユニット2 は、主として、圧縮機 2 1 と、切換機構 2 2 と、室

外熱交換器 2 3 と、第 1膨張機構 2 4 と、冷媒貯留タンク2 5 と、第 2 膨張

機構 2 6 と、液側閉鎖弁 2 7 と、ガス側閉鎖弁 2 8 とを有 している。

[0028] 圧縮機 2 1 は、冷凍サイクルにおける低圧の冷媒を高圧になるまで圧縮す

る機器である。圧縮機 2 1 は、口一タリ式やスクロール式等の容積式の圧縮

要素 （図示せず）をインバ一タにより制御される圧縮機モータ2 1 a によつ

て回転駆動する密閉式構造となっている。圧縮機 2 1 は、吸入側に吸入管 3

が接続されており、吐出側に吐出管 3 2 が接続されている。吸入管 3 は

、圧縮機 2 の吸入側と切換機構 2 2 の第 1 ポー 卜2 2 a とを接続する冷媒

管である。吸入管 3 1 には、アキュムレータ2 9 が設けられている。吐出管

3 2 は、圧縮機 2 の吐出側と切換機構 2 2 の第 2 ポ一 卜2 2 b とを接続す

る冷媒管である。

切換機構 2 2 は、冷媒回路 1 0 における冷媒の流れの方向を切 り換えるた

めの機構である。切換機構 2 2 は、冷房運転時には、室外熱交換器 2 3 を圧



縮機 2 1 において圧縮 された冷媒の放熱器 と して機能 させ、かつ、室内熱交

換器 4 を室外熱交換器 2 3 において放熱 した冷媒の蒸発器 と して機能 させ

る切 り換 えを行 う。すなわち、切換機構 2 2 は、冷房運転時には、第 2 ポ一

卜2 2 b と第 3 ポ一 卜2 2 c とを連通 させ、かつ、第 1 ポ一 卜2 2 a と第 4

ポ一 卜2 2 d とを連通 させる切 り換 えを行 う。 これによ り、圧縮機 2 1 の吐

出側 （ここでは、吐出管 3 2 ) と室外熱交換器 2 3 のガス側 （ここでは、第

1 ガス冷媒管 3 3 ) とが接続 される （図 1 の切換機構 2 2 の実線 を参照）。

しかも、圧縮機 2 の吸入側 （ここでは、吸入管 3 ) とガス冷媒連絡管 6

側 （ここでは、第 2 ガス冷媒管 3 4 ) とが接続 される （図 1 の切換機構 2 2

の実線 を参照）。 また、切換機構 2 2 は、暖房運転時には、室外熱交換器 2

3 を室内熱交換器 4 において放熱 した冷媒の蒸発器 と して機能 させ、かつ

、室内熱交換器 4 を圧縮機 2 において圧縮 された冷媒の放熱器 と して機

能 させる切 り換 えを行 う。すなわち、切換機構 2 2 は、暖房運転時には、第

2 ポ一 卜2 2 b と第 4 ポ一 卜2 2 d とを連通 させ、かつ、第 1 ポ一 卜2 2 a

と第 3 ポ一 卜2 2 c とを連通 させる切 り換 えを行 う。 これによ り、圧縮機 2

1 の吐出側 （ここでは、吐出管 3 2 ) とガス冷媒連絡管 6 側 （ここでは、第

2 ガス冷媒管 3 4 ) とが接続 される （図 1 の切換機構 2 2 の破線 を参照）。

しかも、圧縮機 2 の吸入側 （ここでは、吸入管 3 ) と室外熱交換器 2 3

のガス側 （ここでは、第 1 ガス冷媒管 3 3 ) とが接続 される （図 1 の切換機

構 2 2 の破線 を参照）。第 1 ガス冷媒管 3 3 は、切換機構 2 2 の第 3 ポ一 卜

2 c と室外熱交換器 2 3 のガス側 とを接続する冷媒管である。第 2 ガス冷

媒管 3 3 は、切換機構 2 2 の第 4 ポ一 卜2 2 d とガス冷媒連絡管 6 側 とを接

続する冷媒管である。切換機構 2 2 は、 ここでは、四路切換弁である。

室外熱交換器 2 3 は、冷房運転時には室外空気を冷却源 とする冷媒の放熱

器 と して機能 し、暖房運転時には室外空気を加熱源 とする冷媒の蒸発器 と し

て機能する熱交換器である。室外熱交換器 2 3 は、液側が液冷媒管 3 5 に接

続 されてお り、 ガス側が第 1 ガス冷媒管 3 3 に接続 されている。液冷媒管 3

5 は、室外熱交換器 2 3 の液側 と液冷媒連絡管 7 側 とを接続する冷媒管であ



る。

室外熱交換器 2 3 は、図 3 に示すように、積層型熱交換器であ り、主 と し

て、扁平管 2 3 と、波形 フ ィ ン 2 3 と、ヘ ッダ 2 3 3 a 、 2 3 3 b とを

有 している。 ここで、図 3 は、室外熱交換器 2 3 の外観斜視図である。扁平

管 2 3 1 は、 アル ミニウムまたはアル ミニウム合金で成形 されてお り、伝熱

面 となる平面部 2 3 a と、冷媒が流れる複数の内部流路 （図示せず）を有

している。扁平管 2 3 は、平面部 2 3 a を上下に向けた状態で間隔 （通

風空間）を空 けて積み重なるように複数段配列されている。波形 フ ィ ン 2 3

は、波形 に折 り曲げ られたアル ミニゥ厶製 またはアル ミニゥ厶合金製のフ

ィンである。波形 フィン 2 3 2 は、上下に隣接する扁平管 2 3 に挟 まれた

通風空間に配置 され、谷部 および山部が扁平管 2 3 の平面部 2 3 1 a と接

触 している。なお、谷部 と山部 と平面部 2 3 1 a とは ロウ付 け等 によって接

合 されている。ヘ ッダ 2 3 3 a 、 2 3 3 b は、上下方向に複数段配列された

扁平管 2 3 1 の両端 に連結 されている。ヘ ッダ 2 3 3 a 、 2 3 3 b は、扁平

管 2 3 を支持する機能 と、冷媒 を扁平管 2 3 の内部流路 に導 く機能 と、

内部流路か ら出て きた冷媒 を集合 させる機能 とを有 している。室外熱交換器

2 3 が冷媒の放熱器 と して機能する場合 には、第 1 ヘ ッダ 2 3 3 a の第 1 出

入 口 2 3 4 か ら流入 した冷媒は、最上段の扁平管 2 3 の各内部流路へほぼ

均等 に分配 され、第 2 ヘ ッダ 2 3 3 b に向 って流れる。第 2 ヘ ッダ 2 3 3 b

に達 した冷媒は、 2 段 目の扁平管 2 3 の各内部流路へ均等 に分配 され第 1

ヘ ッダ 2 3 3 a へ向 って流れる。以降、奇数段 目の扁平管 2 3 内の冷媒は

、第 2 ヘ ッダ 2 3 3 b へ向 って流れ、偶数段 目の扁平管 2 3 内の冷媒は、

第 1 ヘ ッダ 2 3 3 a に向 って流れる。 そ して、最下段で且つ偶数段 目の扁平

管 2 3 1 内の冷媒は、第 1 ヘ ッダ 2 3 3 a に向 って流れ、第 1 ヘ ッダ 2 3 3

a で集合 して、第 1 ヘ ッダ 2 3 3 a の第 2 出入 口 2 3 5 か ら流出する。室外

熱交換器 2 3 が冷媒の蒸発器 と して機能する場合 には、第 1 ヘ ッダ 2 3 3 a

の第 2 出入 口 2 3 5 か ら冷媒が流入 して、冷媒の放熱器 と して機能する場合

とは逆方向に扁平管 2 3 1 及びヘ ッダ 2 3 3 a 、 2 3 3 b を流れた後 に、第



1ヘ ッダ 2 3 3 a の第 1 出入 口 2 3 4 か ら流出する。 そ して、室外熱交換器

2 3 が冷媒の放熱器 と して機能する場合 には、扁平管 2 3 内を流れる冷媒

は、波形 フィン 2 3 2 を介 して通風空間を流れる空気流 に放熱する。 また、

室外熱交換器 2 3 が冷媒の蒸発器 と して機能する場合 には、扁平管 2 3 内

を流れる冷媒は、波形 フイン 2 3 2 を介 して通風空間を流れる空気流か ら吸

熱する。 ここでは、室外熱交換器 2 3 と して、上記のような積層型熱交換器

を使用することによって、室外熱交換器 2 3 の容量が、室内熱交換器 4 1 の

容量 よ りも小さ くな つている。 この点に関 して、パ ッケージエアコンを例 に

挙 げて、図 4 を用いて説明する。 ここで、図 4 は、室外熱交換器容積 / 室 内

熱交換器容積比 を能力別 に表 したグラフである。図 4 において、◊ はパ ッケ

—ジエアコンの通常タイプ （クロスフィン型室外熱交換器）、 ♦ はパ ッケ一

ジエアコンの室外熱交換器細径 タイプ （積層型室外熱交換器）、 △ はル一厶

エアコンの通常タイプ （クロスフィン型室外熱交換器）、 ▲ はル一厶ェアコ

ンの室外熱交換器細径 タイプ （積層型室外熱交換器）を示 している。図 4 に

よれば、室外熱交換器 と室内熱交換器 とが ともにクロスフィン型熱交換器で

ある場合 に対 して、室外熱交換器だけを同等の熱交換性能 を有する積層型熱

交換器 に変更 した場合 には、室外熱交換器容量 / 室 内熱交換器容積比が 1 .

0 を下回 っている。 これは、積層型熱交換器の容量がクロスフィン型の室外

熱交換器の容積 に比べて小さ くなるだけでな く、 これに接続 されているクロ

スフィン型の室内熱交換器 4 の容量 よ りも小さ くなることを意味 している

。 このため、空気調和装置 1 では、冷房運転時に余剰冷媒が発生することに

なる。 そこで、空気調和装置 1 では、 その余剰冷媒 を冷媒貯留 タンク 2 5 に

収容するように している。 尚、図 4 によれば、室外熱交換器容量 / 室 内熱交

換器容積比が 0 . 3 ~ 0 . 9 の ときに、余剰冷媒 を収容する冷媒貯留 タンク

2 5 を用いることが好 ま しいが、室外熱交換器容量 / 室 内熱交換器容積比が

1 . 0 の場合でも冷媒貯留 タンク 2 5 を用いることによって、安定 した冷媒

制御が可能 になる。

第 1膨張機構 2 4 は、冷房運転時には、室外熱交換器 2 3 において放熱 し



た冷媒 を冷凍サイクル における中間圧 まで減圧する上流側膨張機構 と して機

能する機器である、 また、第 1 膨張機構 2 4 は、暖房運転時には、上流側膨

張機構 と しての第 2 膨張機構 2 6 において減圧 された後 に冷媒貯留 タンク 2

5 に一時的に貯留 された冷媒 を冷凍サイクル における低圧 まで減圧する下流

側膨張機構 と して機能する機器である。第 1 膨張機構 2 4 は、液冷媒管 3 5

の室外熱交換器 2 3 寄 りの部分 に設 け られている。 ここでは、第 1 膨張機構

2 4 と して、電動膨張弁が使用されている。

第 2 膨張機構 2 6 は、冷房運転時には、上流側膨張機構 と しての第 1 膨張

機構 2 4 において減圧 された後 に冷媒貯留 タンク 2 5 に一時的に貯留 された

冷媒 を冷凍サイクル における低圧 まで減圧する下流側膨張機構 と して機能す

る機器である。 また、第 2 膨張機構 2 6 は、暖房運転時には、室内熱交換器

4 において放熱 した冷媒 を冷凍サイクル における中間圧 まで減圧する上流

側膨張機構 と して機能する機器である。第 2 膨張機構 2 6 は、液冷媒管 3 5

の液側閉鎖弁 2 7 寄 りの部分 に設 け られている。 ここでは、第 2 膨張機構 2

6 と して、電動膨張弁が使用されている。

冷媒貯留 タンク 2 5 は、第 1 膨張機構 2 4 と第 2 膨張機構 2 6 との間に設

け られてお り、上流側膨張機構 と して機能する第 1 膨張機構 2 4 又 は第 2 膨

張機構 2 6 によって減圧 された冷媒 を余剰冷媒 と して溜めることが可能な容

器である。例 えば、室内熱交換器 4 1 が冷媒の放熱器 と して機能する暖房運

転時に室内熱交換器 4 に収容することがで きる液冷媒量が 1 1 O O c c で

あ り、室外熱交換器 2 3 が冷媒の放熱器 と して機能する冷房運転時に室外熱

交換器 2 3 に収容することがで きる液冷媒量が 8 O O c c である場合 には、

冷房運転時に室外熱交換器 2 3 に収容 しきれずに余 った液冷媒 3 0 0 c c は

、冷媒貯留 タンク 2 5 に一時的に収容 される。 また、例 えば、冷媒貯留 タン

ク 2 5 に入る直前の冷媒 には、上流側膨張機構 と して機能する第 1 膨張機構

2 4 又 は第 2 膨張機構 2 6 において減圧 される際に発生 したガス成分が含 ま

れている。 このため、 この冷媒は、冷媒貯留 タンク 2 5 に入 った後、液成分

とガス成分 とに分離 され、下部側 に液冷媒が貯留 され、上部側 にガス冷媒が



貯留されることになる。そして、冷媒貯留タンク2 5 で分離されたガス冷媒

は、バイパス管 3 0 を通 じて、圧縮機 2 の吸入管 3 へ流れる。また、冷

媒貯留タンク2 5 で分離された液冷媒は、上流側膨張機構として機能する第

2 膨張機構 2 6 又は第 1膨張機構 2 4 において減圧された後に、室外熱交換

器 2 3 へ流れる。ここで、バイパス管 3 0 は、冷媒貯留タンク2 5 の上部と

吸入管 3 の途中部分との間を接続するように設けられている。バイパス管

3 0 の途中には、流量調整機構 3 0 a が設けられている。ここでは、流量調

整機構 3 0 a として、電動膨張弁が使用されている。尚、バイパス管 3 0 の

出口は、吸入管 3 の途中部分に接続するのではなく、圧縮機 2 に直接接

続するようにしてもよい。

[0032] 液側閉鎖弁 2 7 及びガス側閉鎖弁 2 8 は、外部の機器 配管 （具体的には

、液冷媒連絡管 5 及びガス冷媒連絡管 6 ) との接続口に設けられた弁である

。液側閉鎖弁 2 6 は、液冷媒管 3 5 の端部に設けられている。ガス側閉鎖弁

2 7 は、第 2 ガス冷媒管 3 4 の端部に設けられている。

また、室外ユニット2 は、室外ユニット2 内に室外空気を吸入 して、室外

熱交換器 2 3 において冷媒と熱交換させた後に、外部に排出するための室外

ファン3 6 を有 している。ここでは、室外ファン3 6 として、室外ファンモ

—タ3 7 によって駆動されるプロペラファン等が使用されている。

また、室外ユニット2 は、室外ユニット2 を構成する各部の動作を制御す

る室外側制御部 3 8 を有 している。そして、室外側制御部 3 8 は、室外ュニ

ッ卜2 の制御を行うためのマイクロコンピュータやメモリ等を有 しており、

室内ュニッ卜4 の室内側制御部 4 3 との間で伝送線 8 a を介 して制御信号等

のやりとりを行うことができるようになつている。すなわち、室内側制御部

4 4 と室外側制御部 3 8 と制御部 3 8 、 4 4 間を接続する伝送線 8 a とによ

つて、空気調和装置 1全体の運転制御を行う制御部 8 が構成されている。

[0033] 制御部 8 は、各種運転設定や各種センサの検出値等に基づいて、各種機器

及び弁 2 1 a 、 2 2 、 2 4 、 2 6 、 3 0 a 、 3 7 、 4 3 等の動作を制御する

ことができるようになつている。



[0034] < 冷媒連絡管>

冷媒連絡配管 5 、 6 は、空気調和装置 1 を建物等の設置場所に設置する際

に、現地にて施工される冷媒管であり、設置場所や室外ユニットと室内ュニ

ッ卜との組み合わせ等の設置条件に応 じて種々の長さや管径を有するものが

使用される。

以上のように、室外ユニット2 と、室内ユニット4 と、冷媒連絡管 5 、 6

とが接続されることによって、空気調和装置 1 の冷媒回路 1 0 が構成されて

いる。冷媒回路 1 0 は、冷却運転としての冷房運転時に、圧縮機 2 1、室外

熱交換器 2 3 、上流側膨張機構としての第 1膨張機構 2 4 、冷媒貯留タンク

2 5 、下流側膨張機構としての第 2 膨張機構 2 6 、及び、室内熱交換器 4 1

の順に冷媒が流れる冷凍サイクルを行うようになっている。また、冷媒回路

0 は、加熱運転としての暖房運転時に、圧縮機 2 、室内熱交換器 4 、

上流側膨張機構としての第 2 膨張機構 2 6 、冷媒貯留タンク2 5 、下流側膨

張機構としての第 1膨張機構 2 4 、及び、室外熱交換器 2 3 の順に冷媒が流

れる冷凍サイクルを行うようになっている。そして、空気調和装置 1 は、室

内側制御部 4 4 と室外側制御部 3 8 とから構成される制御部 8 によって、冷

房運転及び暖房運転等の各種運転を行うことができるようになつている。

[0035] ( 2 ) 空気調和装置の動作

空気調和装置 1 は、上記のように、冷房運転、及び、暖房運転を行うこと

ができる。以下、空気調和装置 1 の冷房運転時及び暖房運転時の動作につい

て説明する。

[0036] < 暖房運転>

暖房運転時には、切換機構 2 2 が図 1 の破線で示される状態、すなわち、

第 2 ポ一 卜2 2 b と第4 ポ一 卜2 2 d とを連通させ、かつ、第 1 ポ一 卜2 2

a と第 3 ポ一 卜2 2 c とを連通させる切 り換えを行う。

この冷媒回路 1 0 において、冷凍サイクルにおける低圧の冷媒は、圧縮機

に吸入され、高圧になるまで圧縮された後に吐出される。

圧縮機 2 1 から吐出された高圧の冷媒は、切換機構 2 2 、ガス側閉鎖弁 2



8 及びガス冷媒連絡管 6 を通 じて、室内熱交換器 4 に送 られる。

[0037] 室内熱交換器 4 に送 られた高圧の冷媒は、室内熱交換器 4 において、

室内空気 と熱交換 を行 って放熱する。 これによ り、室内空気は加熱 される。

ここで、室内熱交換器 4 1 の容量は、室外熱交換器 2 3 の容量 よ りも大 きい

ため、暖房運転時においては、 ほとん どの液冷媒が室内熱交換器 4 に収容

されることになる。

室内熱交換器 4 で放熱 した高圧の冷媒は、液冷媒連絡管 5 及び液側閉鎖

弁 2 7 を通 じて、上流側膨張機構 と して機能する第 2 膨張機構 2 6 に送 られ

る。

第 2 膨張機構 2 6 に送 られた冷媒は、第 2 膨張機構 2 6 によって中間圧 ま

で減圧 され、 その後、冷媒貯留 タンク 2 5 に送 られる。冷媒貯留 タンク 2 5

に入る直前の冷媒 には、第 2 膨張機構 2 6 において減圧 される際に発生 した

ガス成分が含 まれているが、冷媒貯留 タンク 2 5 に入 った後、液成分 とガス

成分 とに分離 され、下部側 に液冷媒が貯留 され、上部側 にガス冷媒が貯留 さ

れる。 そ して、 この とき、バイパス管 3 0 の流量調整機構 3 0 a が開状態 に

制御 されるため、冷媒貯留 タンク 2 5 のガス冷媒は、バイパス管 3 0 を通 じ

て圧縮機 2 の吸入管 3 へ向 う。冷媒貯留 タンク 2 5 の液冷媒は、下流側

膨張機構 と して第 1膨張機構 2 4 によって低圧 まで減圧 された後 に、室外熱

交換器 2 3 に送 られる。

[0038] 室外熱交換器 2 3 に送 られた低圧の冷媒は、室外熱交換器 2 3 において、

室外 ファン 3 6 によって供給 される室外空気 と熱交換 を行 って蒸発する。 こ

の とき、冷媒貯留 タンク 2 5 における気液分離操作、及び、気液分離 された

ガス冷媒 をパイパス管 3 0 を通 じて圧縮機 2 に吸入させる操作 によって、

室外熱交換器 2 3 に流入する冷媒が減少 している。 このため、室外熱交換器

2 3 を流れる冷媒の流量が減少 し、 その分だけ圧力損失を小さ くすることが

で きるため、冷凍サイクル における減圧 ロスを低減 させることがで きる。

室外熱交換器 2 3 で蒸発 した低圧の冷媒は、切換機構 2 2 を通 じて、再び

、圧縮機 2 に吸入される。



[0039] < 冷房運転 >

冷房運転時には、切換機構 2 2 が図 1 の実線で示 される状態、すなわち、

第 2 ポ一 卜2 2 b と第 3 ポ一 卜2 2 c とを連通 させ、かつ、第 1 ポ一 卜2 2

a と第 4 ポ一 卜2 2 d とを連通 させる切 り換 えを行 う。

[0040] この冷媒回路 1 0 において、冷凍サイクル における低圧の冷媒は、圧縮機

に吸入され、高圧 になるまで圧縮 された後 に吐出される。

圧縮機 2 1 か ら吐出された高圧の冷媒は、切換機構 2 2 を通 じて、室外熱

交換器 2 3 に送 られる。

室外熱交換器 2 3 に送 られた高圧の冷媒は、室外熱交換器 2 3 において、

室外空気 と熱交換 を行 って放熱する。

室外熱交換器 2 3 において放熱 した高圧の冷媒は、上流側膨張機構 と して

機能する第 1 膨張機構 2 4 に送 られて、第 1 膨張機構 2 4 によって中間圧 ま

で減圧 され、 その後、冷媒貯留 タンク 2 5 に送 られる。 ここで、室外熱交換

器 2 3 の容量は、室内熱交換器 4 1 の容量以下であるため、冷房運転時にお

いては、室外熱交換器 2 3 が全ての液冷媒 を収容することがで きない。 この

ため、室外熱交換器 2 3 に収容 しきれない液冷媒は冷媒貯留 タンク 2 5 に溜

まり、冷媒貯留 タンク 2 5 は液冷媒で満たされる。冷媒貯留 タンク 2 5 に入

る直前の冷媒 には、第 1 膨張機構 2 4 において減圧 される際に発生 したガス

成分が含 まれているが、冷媒貯留 タンク 2 5 に入 った後、液成分 とガス成分

とに分離 され、下部側 に液冷媒が貯留 され、上部側 にガス冷媒が貯留 される

。 そ して、 この とき、バイパス管 3 0 の流量調整機構 3 0 a が開状態 に制御

されるため、冷媒貯留 タンク 2 5 のガス冷媒は、バイパス管 3 0 を通 じて圧

縮機 2 の吸入管 3 へ向 う。冷媒貯留 タンク 2 5 の液冷媒は、下流側膨張

機構 と して機能する第 2 膨張機構 2 6 によって低圧 まで減圧 された後 に、液

側閉鎖弁 2 7 及び液冷媒連絡管 5 を通 じて、室内熱交換器 4 に送 られる。

[0041 ] 室 内熱交換器 4 に送 られた低圧の冷媒は、室内熱交換器 4 において、

室内空気 と熱交換 を行 って蒸発する。 これによ り、室内空気は冷却 される。

この とき、冷媒貯留 タンク 2 5 における気液分離操作、及び、気液分離 され



たガス冷媒をパイパス管 3 0 を通 じて圧縮機 2 に吸入させる操作によって

、室内熱交換器 4 1 に流入する冷媒が減少 している。このため、室内熱交換

器 4 を流れる冷媒の流量が減少 し、その分だけ圧力損失を小さくすること

ができるため、冷凍サイクルにおける減圧ロスを低減させることができる。

室内熱交換器 5 1 において蒸発 した低圧の冷媒は、ガス冷媒連絡管 6 、ガ

ス側閉鎖弁 2 8 及び切換機構 2 2 を通 じて、再び、圧縮機 2 1 に吸入される

[0042] ( 3 ) 空気調和装置の特徴

本実施形態の空気調和装置 1 には、以下のような特徴がある。

[0043] < A >

空気調和装置 1 では、上記のように、室内熱交換器 4 1 がクロスフィン型

熱交換器、室外熱交換器 2 3 が積層型熱交換器であり、室外熱交換器 2 3 の

容積が、室内熱交換器 4 の容積の 1 0 0 %以下である。

このため、空気調和装置 1 では、冷却運転としての冷房運転時に、余剰冷

媒が発生することになる。このような余剰冷媒が、気相部分を有する室内熱

交換器 4 から圧縮機 2 の吸入側までの部分に過剰に行き渡ると、冷媒制

御に支障をきたすおそれがある。

そこで、空気調和装置 1 では、上記のように、上流側膨張機構としての第

膨張機構 2 4 及び第 2 膨張機構 2 6 の一方と下流側膨張機構としての第 1

膨張機構 2 4 及び第 2 膨張機構 2 6 の他方との間に、上流側膨張機構によつ

て減圧された冷媒を貯留する冷媒貯留タンク2 5 を設けるようにしている。

そして、空気調和装置 1 では、冷房運転時に室外熱交換器 2 3 で収容 しきな

くなった余剰冷媒を、室外熱交換器 2 3 の下流側近傍に位置する冷媒貯留タ

ンク2 5 に収容するようにしている。

[0044] これにより、空気調和装置 1 では、気相部分を有する室内熱交換器 4 1 か

ら圧縮機 2 の吸入側までの部分に過剰に行き渡ることを防ぐことができる

ようになるため、冷媒制御に支障をきたすことを防止することができる。

[0045] < B >



空気調和装置 1 では、上記のように、バイパス管 3 0 が設けられている。

バイパス管 3 0 は、冷媒貯留タンク2 5 内に溜まる冷媒のガス成分を圧縮機

又は圧縮機 2 の吸入管 3 に導 くようになつている。

空気調和装置 1 では、上流側膨張機構としての第 1膨張機構 2 4 及び第 2

膨張機構 2 6 の一方において減圧された冷媒が、冷媒貯留タンク2 5 におい

て液成分とガス成分とに分離され、ガス成分はバイパス管 3 0 へ向うことに

なる。

[0046] これにより、空気調和装置 1 では、暖房運転時に、蒸発に寄与 しないガス

成分が冷媒の蒸発器として機能する室外熱交換器 2 3 に流入 しなくなるため

、その分だけ、冷媒の蒸発器として機能する室外熱交換器 2 3 を流れる冷媒

の流量を減少させることができ、冷凍サイクルにおける減圧ロスを低減する

ことができる。

[0047] < C >

圧縮機 2 の運転周波数が高い場合には、冷媒貯留タンク2 5 から気液二

相状態の冷媒がバイパス管 3 0 を通 じて圧縮機 2 または圧縮機 2 の吸入

管 3 1 に戻り、圧縮機 2 に吸入されるおそれがある。

しか し、空気調和装置 1 では、バイパス管 3 0 に流量調整機構 3 0 a が設

けられているため、気液二相状態の冷媒の液成分が減圧されて蒸発すること

になる。

[0048] これにより、空気調和装置 1 では、圧縮機 2 又は圧縮機 2 の吸入管 3

に液成分が戻ることを防止することができる。

[0049] < D >

また、空気調和装置 1 では、暖房運転時に、流量調整機構 3 0 a を通過 し

た冷媒が、室内熱交換器 4 1 や室外熱交換器 2 3 において蒸発 した後に、圧

縮機 2 又は圧縮機 2 の吸入管 3 に向う冷媒に合流することになる。こ

のとき、流量調整機構 3 0 a が電動膨張弁である場合には、弁開度を制御す

ることによって、圧縮機 2 1 に吸入される直前の冷媒状態を、より最適に調

整することができる。 しかも、流量調整機構 3 0 a の弁開度を制御すること



によって、圧縮機 2 1 に戻る冷媒の流量 を増減 させることがで きるため、室

内熱交換器 4 1 側の冷凍負荷 に応 じて冷媒の循環流量、すなわち、室内熱交

換器 4 を流れる冷媒の流量 を制御することがで きる。

[0050] ( 4 ) 変形例 1

上記実施形態では、冷媒貯留 タンク 2 5 と して冷媒 を貯留する容器 を採用

しているが、 これに限定されず、例 えば、図 5 に示すようなサイクロン方式

の気液分離器 を採用 してもよい。

本変形例の冷媒貯留 タンク 2 5 は、主 と して、 円筒容器 2 5 1 、第 1 接続

管 2 5 2 、第 2 接続管 2 5 3 、及び、第 3 接続管 2 5 4 を有 している。

第 1 接続管 2 5 2 は、 円筒容器 2 5 の円周側壁の接線方向に連結 されて

お り、 円筒容器 2 5 の内部 と下流側膨張機構 と しての第 2 膨張機構 2 6 又

は第 1 膨張機構 2 4 とを連絡 している。第 2 接続管 2 5 3 は、 円筒容器 2 5

1 の底壁 に連結 されてお り、 円筒容器 2 5 の内部 と上流側膨張機構 と して

の第 1 膨張機構 2 4 又は第 2 膨張機構 2 6 とを連絡 している。第 3 接続管 2

5 4 は、 円筒容器 2 5 1 の上壁 に連結 されてお り、 円筒容器 2 5 1 の内部 と

バイパス管 3 0 とを連絡 している。

[0051 ] このような構成 によ り、第 1 接続管 2 5 2 を通 じて円筒容器 2 5 1 に流入

する中間圧の冷媒は、 円筒容器 2 5 の円周側壁の内周面 2 5 a に沿 って

渦 を巻 くように流れ、 その とき、 その内周面 2 5 1 a に液冷媒が付着 し液冷

媒 とガス冷媒 とが効率 よ く分離 される。

液冷媒は重力によって降下 して、下部側 に溜 まり、第 2 接続管 2 5 3 を通

じて円筒容器 2 5 か ら流出する。他方、 ガス冷媒は旋回 しなが ら上昇 して

、上部側 に溜 まり、第 3 接続管 2 5 4 を通 じて円筒容器 2 5 1 か ら流出する

以上のように、本変形例では、冷媒貯留 タンク 2 5 と して、サイクロン方

式の気液分離器 を採用 しているため、気液分離 を効率 よ く行 うことがで きる

。 また、気液分離器か らなる冷媒貯留 タンク 2 5 が液冷媒 を溜める冷媒貯留

機能、及び、液成分 とガス成分 とを分離する機能の両方 を担 ってお り、 これ



により、冷媒貯留容器と気液分離器とを併設する必要がなくなるため、装置

構成の簡略化に寄与する。

[0052] ( 5 ) 変形例 2

上記実施形態及び変形例 1 では、室外熱交換器 2 3 が複数の扁平管 2 3

と波形フィン 2 3 2 とを有する積層型熱交換器が例示されている。この室外

熱交換器 2 3 は、複数の扁平管 2 3 が間隔をあけて積み重なるように配列

され、波形フィン 2 3 2 が隣接する扁平管 2 3 に挟まれている。

しか し、室外熱交換器 2 3 は、上記実施形態及び変形例 1 における構成に

限定されることはなく、例えば、図 6 及び図 7 に示すように、間隔を空けて

積み重なるように配列された複数の扁平管 2 3 と、扁平管 2 3 1 が差 し込

まれる切 り欠き2 3 6 a が形成されたフィン 2 3 6 と、を有する積層型熱交

換器であってもよい。

この場合においても、上記実施形態及び変形例 1 と同様の作用効果を得る

ことができる。

[0053] ( 6 ) 変形例 3

上記実施形態及び変形例 1 では、室外熱交換器 2 3 が複数の扁平管 2 3

と波形フィン 2 3 2 とを有する積層型熱交換器が例示されている。この室外

熱交換器 2 3 は、複数の扁平管 2 3 が間隔をあけて積み重なるように配列

され、波形フィン 2 3 2 が隣接する扁平管 2 3 に挟まれている。

しか し、室外熱交換器 2 3 は、上記実施形態及び変形例 1 における構成に

限定されることはなく、例えば、扁平管が蛇行形状に成形され、フィンが扁

平管の互いに隣接する面の間に挟まれている構成であつてもよい。

この場合においても、上記実施形態及び変形例 1、 2 と同様の作用効果を

得ることができる。

[0054] ( 7 ) 変形例 4

上記実施形態及び変形例 1 ~ 3 では、室外熱交換器 2 3 が複数の扁平管 2

3 と、波形フイン2 3 2 や切 り欠き2 3 6 a が形成されたフィン2 3 6 と

、を有する積層型熱交換器であるが、これに限定されるものではない。例え



ば、冷房運転時に室外熱交換器 2 3 を水で冷却するような冷凍装置の場合、

室外熱交換器 2 3 および室内熱交換器 4 がともにクロスフィン型熱交換器

であって、室外熱交換器 2 3 の伝熱管径が室内熱交換器 4 の伝熱管径より

も細い構成であってもよい。

この場合においても、上記実施形態及び変形例 1 ~ 3 と同様の作用効果を

得ることができる。

[0055] ( 8 ) 変形例 5

上記実施形態及び変形例 1 ~ 4 では、冷媒回路 1 0 に封入される冷媒とし

て、種々の冷媒を使用することが可能であるが、例えば、その一種として、

H F C 系冷媒の一種であるR 3 2 を使用することが考えられる。

[0056] しか し、冷凍装置において冷媒としてR 3 2 を使用すると、低温条件にお

いては、圧縮機 2 の潤滑のために冷媒とともに封入されている冷凍機油の

溶解度が非常に小さくなる傾向がある。このため、冷凍サイクルにおける低

圧になると、冷媒温度の低下によって、冷凍機油の溶解度が大きく低下する

ことになる。冷媒回路 1 0 では、冷房運転時において、下流側膨張機構とし

て機能する第 2 膨張機構 2 6 を通過 した後から室内熱交換器 4 を経て圧縮

機 2 に吸入されるまでの間の回路部分が冷凍サイクルにおける低圧になる

。また、冷房運転時において、下流側膨張機構として機能する第 1膨張機構

2 4 を通過 した後から室外熱交換器 2 3 を経て圧縮機 2 に吸入されるまで

の間の回路部分が冷凍サイクルにおける低圧になる。尚、冷媒としてR 3 2

を使用する場合の冷凍機油としては、 R 3 2 に対 していくらか相溶性を有す

るエーテル系合成油や、 R 3 2 に対 して非相溶性を有する鉱油、アルキルべ

ンゼン系合成油等が考えられる。そして、エーテル系合成油では、 _ 5 °C程

度まで温度が低下すると相溶性が失われ、鉱油やアルキルベンゼン系合成油

では、エーテル系合成油よりも高温の条件でも相溶性を有 しない。ここで、

例えば、圧縮機の吸入側に冷媒貯留タンクを有する従来の冷凍装置において

、冷媒としてR 3 2 を使用すると、冷凍サイクルにおける低圧になる冷媒貯

留タンク内で冷媒と冷凍機油が二層分離 し、圧縮機に冷凍機油が戻りにくく



なる。

[0057] しか し、本変形例の冷凍装置 1 では、上記実施形態及び変形例 1 ~ 4 に記

載 しているように、上流側膨張機構及び下流側膨張機構としての第 1及び第

2 膨張機構 2 4 、 2 6 間に冷媒貯留タンク2 5 を設けているため、圧縮機 2

の吸入側に冷媒貯留タンクを設ける場合に比べて、圧縮機 2 の吸入側に

おける二層分離が生 じにくくなり、圧縮機 2 に冷凍機油が戻りやすくなつ

ている。

このように、本変形例の冷凍装置 1 では、上流側膨張機構及び下流側膨張

機構としての第 1及び第 2 膨張機構 2 4 、 2 6 間に冷媒貯留タンク2 5 を設

けることによって、室外熱交換器 2 3 として積層型熱交換器を使用する等に

よって室外熱交換器 2 3 の容積が室内熱交換器 4 の容積以下にすることに

よって生 じる余剰冷媒の問題だけでなく、冷媒としてR 3 2 を使用すること

によって生 じる圧縮機 2 への油戻 しの問題を解消することができる。

産業上の利用可能性

[0058] 本発明は、冷却運転及び加熱運転を行うことが可能な冷凍装置に対 して、

広 く適用可能である。

符号の説明

[0059] 1 空気調和装置 （冷凍装置）

圧縮機

2 3 室外熱交換器

2 4 2 6 膨張機構

2 5 冷媒貯留タンク

3 0 バイパス管

3 0 a 流量調整機構

4 室内熱交換器

先行技術文献

特許文献



[0060] 特許文献1 ：特開平 6 _ 4 3 9 9 号公報



請求の範囲

[ 請求項 1] 冷却運転時に圧縮機 （2 1 ) 、室外熱交換器 （2 3 ) 、膨張機構 （

2 4 、 2 6 ) 及び室内熱交換器 （4 1 ) の順 に冷媒が流れ、加熱運転

時に前記圧縮機、前記室内熱交換器、前記膨張機構及び前記室外熱交

換器の順 に冷媒が流れる冷凍装置 において、

前記室内熱交換器が ク ロス フ ィ ン型 熱交換器、前記室外熱交換器が

積層型熱交換器であ り、

前記膨張機構 は、冷媒 を減圧する上流側膨張機構 と、前記上流側膨

張機構 において減圧 された冷媒 を減圧する下流側膨張機構 とを有 して

お り、

前記上流側膨張機構 と前記下流側膨張機構 との間には、前記上流側

膨張機構 によって減圧 された冷媒 を貯留する冷媒貯留 タンク （2 5 )

が設 け られている、

冷凍装置 （1 ) 。

[ 請求項2] 冷却運転時に圧縮機 （2 1 ) 、室外熱交換器 （2 3 ) 、膨張機構 （

2 4 、 2 6 ) 及び室内熱交換器 （4 1 ) の順 に冷媒が流れ、加熱運転

時に前記圧縮機、前記室内熱交換器、前記膨張機構及び前記室外熱交

換器の順 に冷媒が流れる冷凍装置 において、

前記室外熱交換器の容積 は、前記室内熱交換器の容積の 1 0 0 % 以

下であ り、

前記膨張機構 は、冷媒 を減圧する上流側膨張機構 と、前記上流側膨

張機構 において減圧 された冷媒 を減圧する下流側膨張機構 とを有 して

お り、

前記上流側膨張機構 と前記下流側膨張機構 との間には、前記上流側

膨張機構 によって減圧 された冷媒 を貯留する冷媒貯留 タンク （2 5 )

が設 け られている、

冷凍装置 （1 ) 。

[ 請求項3] 冷媒 は、 R 3 2 である、



請求項 1 又 は 2 に記載の冷凍装置 （1 ) 。

前記室外熱交換器 （2 3 ) は、 間隔を空 けて積み重なるように配列

された複数の扁平管 と、隣接する前記扁平管 に挟 まれたフィンと、 を

有する積層型熱交換器である、

請求項 1 ~ 3 のいずれか 1 項 に記載の冷凍装置 （1 ) 。

前記室外熱交換器 （2 3 ) は、 間隔を空 けて積み重なるように配列

された複数の扁平管 と、前記扁平管が差 し込 まれる切 り欠 きが形成 さ

れたフィンと、 を有する積層型熱交換器である、

請求項 1 ~ 3 のいずれか 1 項 に記載の冷凍装置 （1 ) 。

前記室外熱交換器 （2 3 ) は、蛇行形状 に成形 された扁平管 と、前

記扁平管の互いに隣接する面の間に挟 まれたフィンと、 を有する積層

型熱交換器である、

請求項 1 ~ 3 のいずれか 1 項 に記載の冷凍装置 （1 ) 。

冷媒は、 R 3 2 である、

請求項 2 に記載の冷凍装置 （1 ) 。

前記室外熱交換器 （2 3 ) 及び前記室内熱交換器 （4 1 ) は、 クロ

スフィン型熱交換器であ り、

前記室外熱交換器の伝熱管径 は、前記室内熱交換器の伝熱管径 ょ り

も細 く設定されている、

請求項 2 又 は 7 に記載の冷凍装置 （1 ) 。

前記冷媒貯留 タンク （2 5 ) 内に溜 まる冷媒のガス成分 を前記圧縮

機 （2 1 ) 又 は前記圧縮機 の吸入側の冷媒管 に導 くバイパス管 （3 0

) がさ らに設 け られている、

請求項 1 ~ 8 のいずれか 1 項 に記載の冷凍装置 （1 ) 。

前記バイパス管 （3 0 ) は、流量調整機構 （3 0 a ) を有 する、

請求項 9 に記載の冷凍装置 （1 ) 。

前記冷媒貯留 タンク （2 5 ) は、気液分離器である、

請求項 1 ~ 1 0 のいずれか 1 項 に記載の冷凍装置 （1 ) 。
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